
東京都市計画防災街区整備地区計画の変更（世田谷区決定） 

都市計画北沢五丁目・大原一丁目地区防災街区整備地区計画を次のように変更する。 

 

名   称 北沢五丁目・大原一丁目地区防災街区整備地区計画 

位   置 ※ 世田谷区北沢五丁目及び大原一丁目各地内 

面   積 ※ 約４４．４ｈａ 

地区計画の目標 「住みよく災害に強いまち」の実現を目標に、適正な土地利用の実現、道路の整備、建築物の不燃化や密集化
の防止、公園等のオープンスペースの充実及び緑の維持・創出などを図り、修復型街づくりを前提に、快適な
居住環境の形成及び災害に強い市街地への誘導を図る。 
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土地利用の方針 区域の特性に応じて地区内を５種類に区分し、住居系及び商業系土地利用の調和、適正化を図る。 

１．住宅地区１ 低層戸建て住宅と低層集合住宅が調和した災害に強く快適な住宅地の形成をめざす。 

２．住宅地区２ 低層住宅と中層集合住宅が調和した災害に強く快適な住宅地の形成をめざす。 

３．井の頭通り沿道地区 延焼防止効果を持ち、住宅地区の住環境を維持するため、不燃中層住宅立地地区の 

形成をめざす。 

４．環状７号線沿道地区 延焼防止効果を持ち、住宅地区への騒音等を緩和するため、不燃中高層建築物立地 

地区の形成をめざす。 

５．住商協調地区 混在する住宅との共存・調和を図りつつ、商業機能の充実をめざす。 

地区防災施設の整備の方針 地区防災施設としての道路、公園は以下のように整備する。 

１．道路整備    火災時の延焼防止性能の向上および、地区内の消防活動困難区域の解消を図るため、また、

平常時においては地区住環境の向上を図るため、区画道路を整備する。 

なお、道路整備にあたっては、高齢者や障害者を含め誰もが安全で快適に通行できるよう、歩

行空間の充実に配慮するとともに、沿道の緑の維持・創出に努める。 

２．公園整備        防火貯水槽や災害用井戸など上水道に頼らない水利の設置や、避難時の集合所等、災害時
の拠点として、また、平常時においては地区の憩いの場として、公園を適切に配置する。 
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建築物等の整備の方針 土地利用の方針に従い、以下のように整備を図る。 

１．住宅地区１       低層住宅地として、これ以上の密集化を防止し、防災性能の向上及び居住環境の

向上を図るため、敷地の細分化の防止、隣地からの壁面の後退、道路沿いにおける

ブロック塀等の築造の制限及び生け垣化の誘導を行う。 

２．住宅地区２       低中層住宅地として、これ以上の密集化を防止し、防災性能の向上及び居住環境

の向上を図るため、敷地の細分化の防止、隣地からの壁面の後退、道路沿いにおけ

るブロック塀等の築造の制限及び生け垣化の誘導を行う。 

また、防災上有効な道路について、延焼防止性能の向上並びに道路整備を目標に、

沿道の建築物の壁面後退を誘導するとともに、建築物の不燃化を推進する。 

３．井の頭通り沿道地区   地区の防災性能向上、避難空間の確保及び幹線道路の騒音等を防止するため、敷地

の細分化の防止とともに、共同化等による不燃中層集合住宅の立地を誘導する。ま

た、１階部分には地域住民の交流の場として一定の商業施設の立地や緑化を誘導す

る。 

４．環状７号線沿道地区   防災性能の向上及び幹線道路沿道の騒音等を防止するため、不燃中高層建築物の立

地を誘導する。また、居住環境に悪影響を及ぼす施設の立地を制限する。 

５．住商協調地区      店舗等の商業施設と住宅との共存・調和を図るため、居住環境に悪影響を及ぼす

施設の立地の制限、緑化の推進を図り、地域住民の交流空間及び商業機能の充実を図

る。 
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道路 名称 幅員 延長 面積 備考 

特別養護老人ホーム通り 

 ※ 

９ｍ 約８４ｍ 約７５６㎡ 拡幅 

鎌倉通り（１) 
※ 

８ｍ 約２９０ｍ 約２，３２０㎡ 拡幅 

鎌倉通り（２) ４ｍ 約４１４ｍ 約１，６５６㎡ 拡幅 

 計 約０．５ｈａ  

公園 名称 面積 備考 

北沢五丁目児童遊園 約３８２㎡ 既設 

大山谷公園 約７４㎡ 既設 

大原かるがも公園 約５９０㎡ 既設 

大原１・１公園 約８４㎡ 既設 

２０００ねん公園 約２６７㎡ 既設 

大原ＧＯＧＯ公園 約１，１４０㎡ 既設 

大原さんかく公園 約５３０㎡ 既設 

 計 約０．３ｈａ  
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位置 世田谷区北沢五丁目及び大原一丁目各地内 

面積 約４３．６ｈａ 
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地区の細区
分 

名称 住宅地区１ 住宅地区２ 井の頭通り沿道地区 環状７号線沿道地区 住商協調地区 

面積 約２１．３ｈａ 約１２．５ｈａ 約５．１ｈａ 約１．８ｈａ 約２．９ｈａ 

建築物等の用途の制限 

※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

- - - 

１．建築基準法別表第二（ほ）項第二号に規 

定するマージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券売場、そ

の他これらに類するもの 

２．建築基準法別表第二（に）項第四号に規

定するホテル又は旅館 

建築物の敷地面積の最
低限度 

８０㎡ ６０㎡ 
- - 

壁面の位置の制限 １．建築物の外壁又は、これに代わる柱の面から道路中心線又は、道路境界線までの距離は計画図に示すとおりと

する。 

２．建築物の外壁及びこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距

離は０．５ｍ以上とする。 - - 

工作物の設置の制限 計画図に示す壁面の位置と道路との間に工作物を設置してはならない。 

垣又はさくの構造の制
限 

道路に面してコンクリートブロック塀等を築造してはならない。ただし、その部分の高さが５０ｃｍ未満のものは

この限りではない。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の細区分、地区防災施設の配置、壁面の位置は計画図表示のとおり」 

理由：地形地物の変更による用途地域の境界変更に伴い、区域の整合を図るため、防災街区整備地区計画を変更する。 


